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＜はじめに〉
　1945（昭和20）年8月，わが国は第2次世界大戦に敗れた結果，同日以降連
合国最高司令官（Supreme　Commander　for　the　A1lied　Powers，SCAP）の管理下
におかれ，日本政府も国民も対外交渉能力を喪失し、た。対外関係においては
SCAPが交渉・契約上の当事者となったが；．そのことは外交関係はもとより、
輸出入などの経済関係においても同様であった。一
　法的には，SCAPによる占領行政（但し，自本政府を通じる間接行政）が
1952年4月28日の対日平和条約の発効まで続いたが，この問SCAP・の占領方針
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が2回大きく転換した。すなわち，1947年8月15日（制限付民問貿易の再開）
と1949年12月1日（貿易及び為替に関する管理権の日本移管）である。そこで，
占領期は次の3期に分けられる。
①占領前期：1945．8．15－1947．8．14
②占領中期：1947．8．15－1949．11．30
③占領後期：1949．12．1－1952．4．28
　終戦以来，1949年11月末日まで（占領前・中期），戦前に日本が保有してい
た外貨及び戦後輸出入等によって受取るべき又は支払うべき外貨はすべて
SCAPの管理下にあっれただし占領中期には実際の業務はSCAPの認可
（license）を受けた外国銀行（いわゆるlicensed　bank）が，SCAPの代理人（age・t）
として行なっていた。一方，日本側では，輸出入代金の決済はすべて政府（貿
易庁）の「貿易資金」を通じる円建決済であり，円・ドル交換という為替取引
は行なわれていなかった。
　かつて，幕末開港（1859年）後，明治初期まで，日本の商人や金融機関が貿
易及び対外決済業務に不慣れであったため，貿易や為替業務が外国商人や外国
銀行に独占されていたが，終戦直後はこれと若干共通する点もみられる。もと
より，開港直後の日本は完全な主権国家であったが，事実上，輸出入は開港場
の外国商人を通じて行われる「居留地貿易」であり，貿易代金の決済は日本へ
進出した外国銀行（在日外銀）を通じて行なわれていたのであるω。
　占領前・申期（1945～49）においては，日本は対外交渉・対外取引を直接に
行なうことは許されず，輸出入は貿易庁とSCAPを経由して行なわれていた（輸
出入業務はSCAPのエイジェントである外国商人が扱った）。しかも，外国に
対する外貨の受払いと，国内における円貨の受払いとが，全く別々に存在した
のはきわめて異常である。
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　占領後期（1950－52）においては，平和条約の発効をまたずに，SCAPが日
本側に外貨管理や対外取引を認めることとしたため，日本商社が直接輸出入取
引の当事者となり，外国為替銀行（本邦為銀及び在日外銀）を通じる為替取引
が復活したのである。
I．終戦直後の日本経済
　1945年8月15日，わが国はポッダム宣言（Potsdam　Dec1arati㎝）を受諾し，
無条件降服した。このため，戦後開始された連合国の対日占領管理政策の基本
がポッダム宣言にあったのは論をまたないが，特にその宣言中で対日管理の指
針として最も重視されたのは次の3点である。
①日本が軍国主義および極端な国家主義を完全に排除すること
②政治，経済，文化のあらゆる分野に亘り自由主義的，民主主義的傾向を
　助長・徹底すること
③平和時の経済を支えるに足る国内産業を維持させること
　占領下にあっては，わが国の対外関係は一切遼断され，日本と外国との問の
人，物資，資本の移動は，SCAPの許可を条件に，SCAPを通じてのみ認めら
れた。米国政府は，1945年9月22日「降服後における米国の初期の対日方針」
（United　States　Initial　POst・Surrender　PO1icy　for　Japan）1到を公表したが，ここに
示された戦後日本の対外経済関係は以下の4点に集約される。
①平和国家としての日本経済を維持するのに必要な輸入とそれを支払うた
　めの輸出は許される
②将来，世界貿易機構に参加することが許される
③但し，占領下にあってはSCAPの許可のない限り輸出入は許されない。
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　外国為替も同様である
④日本の在外資産は占領軍の決定した処分に従う
　このように占領政策はまず，内外関係の遼断から開始された。1945年9月，
SCAPから「金，銀，有価証券及び金融上の諸証書の輸出入統制に関する覚書」
（SCAP工N－44）及び「金融取引の統制に関する覚書」（SCAPIN－45）が発せられ，
これを受けて，勅令第577号・第578号および大蔵省令第88号が発せられ，対外
支払手段の輸出入及び金，銀，在外資産，外国為替取引の一切が禁止され，外
国為替はSCAPの管理するところとなった。続いて「外地銀行，外国銀行及び
特別戦時機関の閉鎖に関する覚書」（SCANIN－74）をうけて，朝鮮銀行及び台
湾銀行が閉鎖され，横浜正金銀行も清算に付せられ，また普通銀行の為替勘定
も一切整理勘定に繰り入れられた。
　この緒果，日本は対外決済のために必要な一切のもの，即ち外貨も為替取引
も，為替銀行もすべて剥奪されたのである。しかしながら日本経済は本来的に
貿易依存度が高く，しかも戦争による打撃は大きく，食糧不足は深刻であった。
したがって政治的には一切の対外交渉を禁止されているにも拘らず，経済的に
は外部からの物資供給がなければ国民が餓死しかねない状態におかれていた。
かくて占領下における対外交流遼断政策にも拘らず，貿易の必要が以前にもま
して高まっていった。こうした事情から占領下における日本の対外経済関係は，
平和時のそれとは著しく異なった形で展開するに至った。
　以下，占領下における対外経済関係を軍需部門（連合軍駐留費）七民需部門
（貿易，援助，賠償），金融部門（為替銀行）とに分けて考察する。
I．連合国軍駐留費
　1945（昭和20）年8月151ヨ，連合国最高司令官（SCAP）に任命された，ダ
クラス・マッカーサー（Douglas　MacArthur）元帥は，同年8月30日厚木飛行
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場に到着，日本進駐を開始した。翌月2日，東京湾内のミズリー号艦上での降
服文書調印式を経て，！0月2日，東京に連合国最高司令官総司令部（General
Headquarters，GHQ／SCAP）止が設置され，以降平和条約発効まで，対日占領行
政の中枢として機能する，こととなる。
　進駐軍の規模は1945年12月4日に43万500人にのぼったが，そのほとんどが
米陸軍（第8軍及び第6軍）で英軍はわずか200人程であった｛訓。連合国軍は
軍隊である以上，その経費は基本的にはそれぞれ本国の軍事予算によってまか
なわれるが，占領下にあっては，物資・労働力の現地調達などいわゆる駐留費
を現地政府に負担させる例が少なくない。軍事費を節減し，本国政府の財政負
担を軽減できるからである。
　当初，米軍は日本における資材・労働力を調達するために，B号円表示軍票
（B円軍票）を日本国内で一般に流通させる計画であった。このため，1945年
9月6日にはSCAPからB円軍票を法定通貨として日本銀行券（日銀券）と等
価で無制限に流通させるべきであるという覚書・（SCAPIN－8）が発出され，同
月12日には日本政府がこの覚書を施行するための措置をとるべき旨の指令が発
出された。しかし，目本側の強い要請により，結局軍票の使用は米軍内部だけ
に限られ，日本国内一般には流通させないこととなった。
　無条件降服にも拘らず，u日本側が米軍の軍票使用を必死に阻止しようとした
のには理由がある。もしも軍票を無制限に流通させたならば，かつてわが国の
軍隊が中国大陸や南方で行なったように，、米軍によって放慢な占領費の支弁が
行なわれ，．国内に収拾しがたいインフレーションを惹起することを危倶したの
である。こうした通貨の濫発をいささかで1も抑制するた均には，この際日本国
内における米軍の支出をすべて日銀券を以って行なわせる方が得策と考えたの
である。このため，日本銀行にはSCAP名儀のいくつかの円預金口座が開設さ、
れた。
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　（A〕　「違合軍口座」
　SCAPは，日本側から円資金を拠出させるため，1945年9月4日付で「連合
軍預金口座開設に関する覚書」（SCAPIN－7）を発出し，日本銀行に預金口座
の開設を要請した。次いで9月7日，SCAP資金担当宮工一デルマン中佐（Lt．
Col．M．Edelman）並びに大蔵省は上記口座に1億円預入するよう，日本銀行
に指示した。日本銀行は，9月7日，当座預金「連合軍口座」を開設し，1億
円を自行資金から立て替えて入金した（借方勘定は「駐屯軍諸費立替金」）｛｛〕。
　「連合軍口座」には1945年9月7日（初回）以降ユ0月2日まで，5回にわた
り，計u億円の日本銀行立替金が振り込まれ，その大部分は国内各地における
駐屯軍諸費取扱銀行（民間銀行10行17か店）へ送金されて駐屯軍諸費の支払い
に充当されることになった。
　1945年末ごろから事態が漸次平静になるにつれて，部隊の移転，整備，縮小，
本国への帰国などにより，従来支払超過を示してきた各取扱銀行の預金は受入
れ超過に転じた。受超の原因としては酒保物品販売代金の受入れ，本国への送
金，戦争犯罪人の手持現金の預入などがあった。
　この結果，日本銀行本店における「連合軍口座」の残高は，1946年ユ月には
約9億9，200万円（最低時には約5億5，500万円）に増大した。
　そこで駐留軍諸費の大部分を占める米軍将兵の給与はA式軍票が使用される
こととなった。これに伴って，米駐留軍の手申にある日本円が取扱銀行を通じ
て返還されてきたこと，従来の酒保物品販売代金の受入れが日本円払いからA
式軍票払いに変わり，日本円の必要性が低下したことなどにより，8月末の預
金残高は約20億円に増高した。但し，A式軍票は，米駐留軍使用通貨の統一の
ため，1946年9月末日限り使用停止となり，以後米ドル軍票が代わって使用さ
れた。
　一方，政府は，1946年ユ0月から駐留軍諸費用の日本銀行立替払いによる支出
を止め，「終戦処理費」（財政支出）によることとし，日本銀行立替金11億円を
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返済した。しかし，インフレーションの高進につれて，1947年6月から「連合
軍口座」預金残高は再び減少に転じた。このため，同年12月に至り，SCAPは
政府に対して，上記口座に10億円の円資金を払込むよう指示したので，政府は
同月15日及び翌年4月1日に，各5億円を，終戦処理費から払込んだ。
1948年3月来日したドレーパー使節団による日本の終戦処理費の膨張に関す
る司令部への警告（1948．5．18），インフレーションの高進に伴う軍用交換レー
ト㈲の引上げ（1947年3月12日以降！ドル50円→1948年7月6日270円）によ
る米ドル交換要求の急増などもあって，SCAPは1948年7月30日，政府に対し
て「米ドルを対価とする円貨売却回転基金設置に関する覚書」（SCAP1N－5887A）
を発出した。その要旨は下記の通りであった。
①在日米国占領軍構成員（軍人・軍属等）に対する米ドル軍票の交換資金
　として回転基金を設けること
②この基金には貿易資金特別会計に属する「貿易資金」（円貨）から10億
　円を払い込み，以後SCAPの要求により補充すること
③上記円貨売却によるドル収入は，紐育ナショナル・シテイ銀行（The
　Nationa1City　Ba皿kofNewYork）東京支店（1946年7月22日開設）の
　SCAP商業勘定に積立て，日本への重要物資の輸入代金の支払いなどに使
　用できること
　当時，米軍は米ドル軍票を軍組織内で使用することとしていたが，「円ドル
交換回転基金」は米ドル軍票と日本円との交換を任務としていた。なお，日本
銀行は，この基金を従来の「連合軍口座」とは別の口座にするか否かについて，
SCAP担当官と協議した結果，従来の口座で一括処理することとなった。
　日本銀行による「円ドル交換回転基金」への資金として，「違合軍口座」に
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第1表　軍用交換レートの推移
年　月　日 1米ドル 1英ポンド
1945．9．23以降 15　円 50　円
1947．3．12以降 50 200
ユ948．7I6以降 270 ユ、000
1949．4，25以降 360（注ユ〕 1，450，8（注2〕
（注〕　　単一為替レートと同じ
　　　　ユ949年9月18日，英ポンド切下げ（1ボンド＝4．03
　　　ドル→2．80ドル）に伴い，同月ユ9日1ポンド＝ユ，O08円
　　　に変更
対して，1948年8月1畑一49年9月24日の間に6回にわたり，40億円が払込ま
れたが，1950年7月15日付SCAP覚書（SCAPIN－7213A）を以て，以降回転基
金への払込みを廃止し，残高は外国為替特別会計円資金口座へ振替えられた。
　（B）　「別口連含軍（B式軍票）口座」
　1946年2月16日「日本銀行券預入令」（昭和21年勅令第84号）が施行され，
いわゆる新円交換が実施された。しかしながら，時間的制約カ｛ら，新しい日銀
券の用意が十分でなかったので，SCAPの指令により，新券（証紙貼付券を除
く）ができるまで，違合軍将兵の手持ち旧券引換用及び当座の違合軍使用通貨
に供するため，B円軍票（法貨の扱いとなっていた）を充当することとなった㈲。
　この交換はすべて進駐軍諸費用取扱銀行における連合軍支出担当官名儀の当
座預金を通じて受払いを行なうこととなり，上記軍票を受入れるために，日本
銀行本店の当座預金勘定に連合軍支出官名儀のr別口連合軍（B式軍票）口座」
を設けてこれを処理することとなった。
　1948年3月，B円軍票の整理を行なった緒果，日本銀行における上記軍票預
金たる．「別口連合軍口座」残高は約14億4，900万円であった。同月30日付
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SCAPの指令により，上記預金残高に見合うものとして，現金勘定で保管して
いたB円表示補助貨を払い出し，これを連含軍寄託の特品保管品として保管し，
上記口座は閉鎖された。
　（C〕　r第2別口連合軍（米軍酒保資金）口座」
　ユ946年4月，SCAPから米軍酒保資金のために，日本銀行に当座預金勘定を
設けるよう指示が出た。しかし坦日本銀行としては本件はその性質上，日銀取
引に適さないものと考え，SCAPと協議の結果，実際の資金受払いに関する事
務は三菱銀行京橋支店（米軍酒保と近距離のため）に日本銀行代理店として事
務を取扱わせることとした。これに伴い，日本銀行は同月9日に「第2別口違
合軍（米軍酒保資金）口座」を設け，また代理店に対する資金の交付は，さし
当り，．仮払金勘定「米軍酒保資金預け金」を以て処理したω。
　その後，1948年9月27日付SCAP指令により，本件米軍酒保に対する当座預
金取引は廃止された。
　（D）　r英国在正ヨ連絡使節団口座」
　！946年5月4日，英国在日連絡使節団は，その諸支払資金受払のため，日本
銀行に当座預金勘定を開設したい旨，申入れてきた。日本銀行は申出の内容が
その性質上，日銀取引に適さないものと考え，SCAPと協議のうえ，前項の米
軍酒保資金受払いに準じて，三菱銀行本店（英国側の要望による）を日本銀行
代理店に指定し，その事務を取扱わせることとした｛8〕。
　これに伴い，日本銀行は当座預金勘定中に「英国在日連絡使節団口座⊥を設
け，また仮払金勘定「英国在日連絡使節団資金預け金」を設けて所要資金を三
菱銀行本店に対する預け金として預入することとした。この口座は，1948年5
月1日以降残高ゼロのまま受払いがなかったので，！951年u月20日に代理店側
の申し出により，上記使節団の了解をえて廃止された。
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　（E）　「米国駐屯軍口座」・「別口米国駐屯軍口座」
　占領の初期において，進駐軍は米軍のみであったが，その後他の違合国軍が
進駐に加わり，各国駐留軍の問において，資金使用の区別をする必要が生じた
ため，SCAPの指令により，1946年5月20弓から新たに米国駐屯軍に対し，当
座預金口座を開設することとなった｛9〕。
　これに伴い，以後，連合国駐留軍全体の人件費などについては，従来の「連
合軍口座」及び「別口連合軍口座」をそのまま利用し，うち，米国駐留軍関係
の人件費などの受払いについては，「米国駐屯軍口座」を新設した血o。しかし，
「米国駐屯軍口座」は1948年1月2日以降残高ゼロとなり，SCAPの指令により，
1952年4月2ユ日限り，廃止された。
　また，1946年11月11日付SCAP指令により，同月22日，米軍関係軍票の受払
いのみを目的として当座預金勘定中に「別口米国駐屯軍口座」を開設した。
1948年3月末における「別口米国駐屯軍口座」の残高は12億4，656万円弱とな
っていたが，軍票を現金勘定から払出し，特別保管品として保管することにな
ったので，この1〕座は同日限り廃止された。
　lF〕　「連合軍預託金口座」
　この口座は，SCAPの1946年3月1日付覚書「日本銀行にSCAP名儀の勘定
を開設する件」（SCAPIN－638A）に基づく大蔵省通達により，SCAPの管理勘
定として，臼銀における「特別預金勘定」中に「運合軍預託金口座」を開設し
たものであるω。
　「連合軍預託金口座」には，連合国軍からの持込現金（日銀券，補助貨，小
切手，手形など）のほか，帰還朝鮮人等朝鮮関係資金，飽偲政権関係資金，解
散団体資金，ドイッ人関係資金，外国著作権の使用料等が預入された。
　「連含軍預託金口座」の残高は，1946年3月31日現在，898万7，427円，1952
年2月末現在，114万6，375円となっていたが，52年2月20日付SCAP覚書によ
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第2表　日本銀行に開設されたSCAP関係口座
口　座　名 根拠指令 開設期閥
連合軍口座（注）（工一デルマン勘定） SCAPlN－7（1945．9，4） 自　1945．9，7至　工952．4．15
別口遼合軍（B式軍票）口座
（不　　詳）
自　1946．2．22至　1948．3．30
第2別口連合軍（米軍酒保資金）口座
（1946．4．4）
自　1946．4．9至　1948．9．27
英国在日連絡使節団口座
（1946．5．4）
自　ユ946．5．4至　195ユ、11．20
米国駐屯軍口座
SCAPIN－1193A（1946．5．ユO）自　1946．5．20至　1952，4．2ユ
別口米国駐屯軍口座 （1946．ユユ．ユユ）
自　1946、ユ1，22至　ユ948．3．30
連含軍預託金口座
SCAPIN－638A（ユ946．3．ユ） 自　1946，3．5至　ユ952．4．10
（注）　円ドル交換回転基金（SCAPlN－5877A）を含む
（資料）　日本銀行『日本銀行沿革史』第4集，第5巻，第2編により作成
り，上記残高は賠償庁の保管金に振り替えて残高ゼロとなり，さらに，3月1
日付SCAP覚書に基づいて4月10日に同口座は廃止された。
　以上，連合軍の円資金調達・管理に関する口座について検討したが，このう
ち「運合軍口座」の「円，ドル交換匝転基金」，「別口連合軍（B式軍票）口座」，
「別口米国駐屯軍口座」は，、もともと本国の国防予算から支出されるドルを円
に転換するチャンネルにすぎず，本源的な円資金源ではない。一方，米国の軍
事予算には対日援助費も含まれているが，これについては援助輸入の項で検討
する。
323
34 早稲田商学第371号
皿．貿易・援助・賠償
　1945年9月22日付のSCAP覚書により，わが国の対外取引は全面的にSCAP
の厳重な管理統制下におかれ，SCAPの事前承認がない限り，一切の対外取引
は認められなかった。
　しかも，占領期における日本の貿易は，対外的にはSCAPが契約の当事者と
なって輸出入取引を行ない，外貨はSCAPが管理運用しれ日本働は，政府（貿
易庁）が輸出物資を国内業者から買上げ，SCAPの指示に従って引き渡し，輸
入物資はSCAPによっそ輸入され，日本の港に入ってきたも’のを政府が引取っ
て国内業者に売渡した。その際売渡価格は二外貨建価格とは無関係に，国内統
制価格を基準として決め，その資金は外貨とは無関係に「貿易資金」（貿易資
金特別会計）で受払いされた。
　このため，1945年12月，貿易庁が設置され，輸出入業務に当る補助機関（業
務代行機関）として多くの団体が指定された。これら補助機関は次第に整理さ
れて，鉱工晶，食糧，原材料，繊維の4貿易公団がこれに代わった。
　1947年8月15日に至り，日本の業者と外国の業者（バイヤー）との直接の商
談を認める一（但し，契約の当事者は貿易庁），制限付民間貿易が再開されたも
のの，その対象品目は一部の輸出品に隈られ，その取引についても外貨建の価
格はSCAPに決定権があり，やはり契約の対象にならなかった。したがって貿
易取引の実体は翌48年8月の民問貿易の制限緩和までは従来と大差はなかった。
　1949年12月1日「外国為替及び外国貿易管理法」（昭和24年法第228号，以下，
外為法）が施行され，以降輸出取引が全面的に民聞に移され，翌50年1月1日
から輸入取引（援助輸入を除く）も民間へ移された。同時に，6，700万ドルの
外貨資金の管理が日本政府へ移管され，貿易・為替両面で日本側の管理がはじ
まった。
　そこで占領下の民間物資の流出入の動きを，商業輸入（通常の輸入であるが，
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援助資金による輸入と区別するため卒稿ではあえて，商業輸入と呼ぶ），援助
輸入，商業輸出（通常の輸出），賭償，に分けて考察する。
　ユ．商業輸入
　戦後の貿易は輸入から始まった。一戦後の深刻な食糧不足を解消し，国民生活
を維持するためには，米国その他諾外国からの必需物資の輸入にまつよりほか
に方法がなかったからである。このため，政府はSCAPに対して再三にわたり
食糧を中心とする必需物資の輸人許可を懇請した。
　これに対して，SCAPはユ945年10月9日「必需物資の輸入に関する覚書」
（SCAPIN一ユ10）’をもって，輸入は一般国民の生活維持のため絶対必要な限度
においてのみ認められるべきとと，輸入代金の支払いは輸出により確実に保証
されていなければならないこと，輸入された物資の受領とその公正な配分の責
に任ずるため特別の機関を設置すべきこと，等輸入に関する一般的方針を示す
とともに，この方針に沿った輸出計画を提出すべきことを要求した。政府は約
！か月後の11月半ばに食糧約340万トンを中心とする輸入と，その裏付けとし
ての生糸を中心と．する輸出30億円程度の計画、を，．同年！0月以降翌年末までの本
邦輸出入計画としてSCAPに提出した⑫。
　この結果，戦後はじめて，食糧，綿花，石油，塩等を申心とする生活必需物
資の輸入が認められることとなり，以降毎年輸出入計画が提出されて輸出とそ
れに見合った輸入が行なわれることとなったが，個々の輸出入はSCAPの手に
より，必らずしも日本側が提出した輸出入計画の通りではなく．，皿、その時々にお
ける世界市場の情勢，輸出の進渉状況等に応じて適宜実施された。
　しかしながら，戦後の国内経済の疲弊により，食糧の需要に比して生産カは
あまりにも貧弱であり，必需物資の輸入の見返りに輸出できる物資は不十分で
あった。このギャップを埋めたのは米国の経済援助であったが，これについて
は，項を改めて検討する。
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第1図　日本の国際収支（1946－1960年〕
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　　　　（出典）深尾光洋『国際金融』，東洋経済新報社，1990年，125ぺ一ジ
　商業輸入は，占領初期には完全にSCAPの管理下にあったが，1947年8月ユ5
日制隈付民問貿易が認められ，次いで1949年12月1日輸出に関して，翌50年1
月1日輸入に関して制限が撤廃され，正常な民間貿易へと移行した。
　また，1949年12月ユ日外為法が施行され，これに基づいて，1950年1月1日
から外貨予算制度が導入された。この結果，輸入取引は，原則として外貨予算
の中で公表された隈度において外国為替公認銀行へ申請し，その承認を受けて
輸入することとなった。しかし，外貨の制約は大きかったので，米国から次の
ような各種借款が供与され，これによって工業原材料の輸入が促進され，日本
経済の復興に大きく貢献するところとなった。
　（A〕綿花クレジット
　これは米国政府の物資調達・販売機関である商晶金融公社（Commodity　Cre－
dit　Corp、；CCC）の綿花在庫を日本に供給して日本の工場で加工し・綿製品を
世界市場へ輸出し，日本の得た輸出代金から綿花代金を支払う，という一種の
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現物貸であり，1946年から実施された。米陸軍省自らCCCの保有綿花を引き
受け，綿花の引渡しから製品の売却，代金の回収まで一切陸軍省の責任におい
て行なわれた㈹。
　この契約は通常CCC契約といわれ，基金の原名は’SCAP　Cotton　Textile
Accomt－In　Trust　for　CCC’である。CCC契約はユ946年6月からユ948年2月まで
実施され，1948年3月以降はCCC契約はなくなり，陸軍省予算によって買付
けた綿花が供給された。これはQM綿花（Goods　Re1eased　from　Quarter－Master）
と呼ばれ，後述の6，000万ドル綿花借款までのつなぎの役割を果たしたl1尋。
（B〕被占領日本輸出入回転基金
　1947年8月I4日，制隈付民問貿易再開の前日，SCAPは「被占領日本輸出入
回転基金」（Occupied　Japan　Export・Ilnport　RevoM㎎Fmd）設定に関する声明」
を発表し，SCAPの管理する日本の貴金属約1億3，700万ドル及び従来の綿製
品輸出代金申の外貨取得分を担保として5億ドル相当の輸出入信用棒を設定す
ることとした（同年12月11日設定）㈱。ユ948年6月5日，6，000万ドル綿花借款
がこの回転基金の適用第ユ号となった。この借款契約の当事者は，日本側は
SCAP，米国側は政府系金融機関であるワシントン輸出入銀行（Export・Import
Ba皿kofWashi㎎t㎝）と民間銀行であるバンク・オプ・アメリカ（Bankof
America　N．T．＆S，A一），チェース・ナショナル銀行（The　Chase　Nati㎝al　Bank），
及び紐育ナショナル・シテイ銀行であった。融資期限はユ949年ユ2月末，金利は
2．5－3．5％であった。、しかし，この借款に続く案件は成立して一いない。
　（C〕天然繊維回転基金
　1948年6月29日に成立した「被占領地回転基金法」に基づく，米陸軍省の予
算措置により，総額ユ億5，000万ドルの「天然繊維回転基金」（Natural　Fiber
Revolvi㎎F㎜d）をわが国に設定し，綿花買付けのための信用を供与したo自。
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これは，被占領日本輸出入回転基金と同様，同基金から原料輸入代金を支出し，
その製品を輸出して得た代金を振込んで返済する仕組みであっれ
／D〕ワシントン輸出入銀行借款
　ワシントン輸出入銀行借款は，一般に輸銀借款と呼ばれる，商業べ一スに近
い公的借款であるo角。日本に対する第1次輸銀借款4，000万ドルは1951年12月
に日本銀行へ供与され，日銀から紡績業者に貸付けられれ金利は2・75％・期
問15か月であった。輸銀借款は，その後，第2次（1953年5月，4，O00万ドル），
第3次（1953年ユ2月，6，000万ドル），第4次（！954年8月，6，000万ドル）と
続いた。
　このように，戦後米国綿花の輸入信用の供与は，CCCの綿花クレジット（1946
年）に始まり，被占領地日本輸出入回転基金（1947年）を経そ，天然繊維回転
基金（ユ948年）へと続いたが，ユ951年以降は，輸銀借款に引き継がれたのであ
る。
　2．援助輸入
　本来、援助資金による輸入（援助輸入）は非商業べ一ス（無償）め物資受入
れであり，商業べ一ス（有償）』の輸入（商業輸入）とは性格が異なる。’したが
って，両者は区別すべきものであるが，占領初期においては，援助輸入も商業
輸入も日本国内では区別することが困難であった。なぜなら，商業輸入に対す
る外貨支払はSCAPが行なっており，日本側の関知するところでなかったし，
また援助物資も日本国内では商業輸入品と同じように，公定価格で販売されて
いたからである。しかも売上代金は，両者とも当初は「貿易資金」に集中され
ていた二但し，1949年4月以降，援助物資の売上代金は，「対日援助見返資金
特別会計」を設けて処理することとなった。
　戦後の対日援助は，現物でかつ無償で提供されたものであるが1劃，資金源の
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違いにより，、
　①　米国政府の対日援助資金（ガリオア，エロア資金）によ・り海外で調達さ
　　れた物資
　②在日米軍から放出された余剰軍需物資
に大別される。前者は，米国の援助資金により米軍が海外で調達した物資を日
本へ供給するのに対して，後者はもともと米軍用として日本に持ち込んだ軍需
物資のうち，余剰もしくは不用となったものの放出（払下げ）である。以下，
対日援助を資金別に取り上げる邊
　（A）ガリオア（被占領地域救済）資金
　ガリオア（Governmentand　ReliefinO㏄upied　Area；GARIOA）資金は，米
軍占領地域における飢餓・疾病または社会不安の防止を目的とするもので，食
糧，肥料，石油，医薬晶など救済的性格の強い援助物資が主である09。米国政
府支出によるもので，陸軍省予算に計上され，1947会計年度（ユ946，7－47，6）
から1951会計年度まで設けられた。占領前・申期の援助予算は次の通り臣o。
　　会計年度　、対日割当額（予算）’
　　1946　　　！24百万ドル
　　1947　　　314　〃　（遣加予算を含む）
　　1948，　　396〃　（　　・し　）
　　1949　　　　　　　378　．　〃
　（B）エロア（被占領地域復興）資金・
　エロア（Ec㎝omicRehabi1itat1onin0㏄upiedArea；EROA）は米国の対日援
助計画（朝鮮半島，琉球を含む）により復興に必要な原料を供給することを目
的としたものである触。’いわば，マーシヤル・プランの極東版である。ガリオ
アと同様に米国政府陸軍省予算に，1949会計年度以降計上され，1951会計年度
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からガリオア資金に合流した。使途は綿花，鉱産物等の工業用原材料及び機械
その他の復興資材が主であった。
　（C〕再教化，情報・教育資材
　SRE（Re－Orientatlon，Infomation　and　Education　Supplies）は「被占領地住
民の再教化，知識普及・新規教育計画に基づく援助物資」で，SCAPの民間情
報教育局（Civil　Information　and　Education；CIE）所管の図書・映画類である勉。
1948年6月に発足したもので，費用はガリオア資金でまかなわれていた。
　（D）米軍余剰物資放出
　これには，1947年6月以降，米陸軍の供給計画に基づき，本邦に入港した衣
料品，医薬晶，キャンデーなどの消費財や雑貨（Surp1us　Incentive　Materia1s；
SIM物資，1947年6月一49年6月迄実施），在日米軍の指令に基づいて日本政
府へ払下げられた衣料，食料品，不用品など（QM物資，終戦直後から1951年
8月迄実施）がある鯛。
　なお，在日英・豪軍も余剰軍需晶の払下げを行なったが，これは有償であり，
援助には含まれない。
　米国の政府予算に計上された占領期の対目援助額は第3表の通りであ乱
　米国の対日援助は，戦後崩壊に瀕していた日本経済の復興及び国民生活の維
持に多大の貢献をしたが，その受領額については，1949年4月に見返資金積立
制度が作られるまで，全く不明であった。それは，終戦後の貿易取引がSCAP
の厳重な管理下にあり，輸入物資の調達は専らSCAPによって行なわれ，わが
国側は輸入物資を単にSCAPの指図で引取るだけで，それらの物資が援助物資
なのか，商業輸入物資なのか，識別さえできなかったからである。そのうえ，
国内の扱いが同じで，国内売却による収納代金も，輸入代金の集申勘定たる「貿
易資金」で一括計計理されていたのである。したがって，終戦以降，1949年3
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第3表占領期（ユ945，9－51．6）の米国の対日援助費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　1，O00ドル）
占領地 対　日　援助　費米国会計年度 行政費 合　　計ガリオア エロア 小　　計
1945・46（45．9－46．6）’ 92，631 92，631 92，631ユ947　（46．7－47．6）12，671 287，333 ’ 287，333300，00448　（47．ト48．6） 19，584 351，403 ■ 351，403371，25749　（48，7－49．6）25，523 426，21597，463 523，678549，201
50　（49．卜50．6） 19，237 237，241188，024425，265壬44，502
5ユ　（50．7－51．6）ユ5．Oユ2 182，552 182，552197，564
累　　　計 92，2971，577，375285，487ユ．862，8621，955，159
（注）　且，OOOドル未満四捨五入
　　1945・46年度は米国陸軍省予算残余額による対日援助費
　　194？・48年度は実際支出額
　　ユ949・50年度は支出負担行為額
　　ユ951年度は予算割当額
（出典）高石末吉『覚書終戦財政始末』剃2巻，45ぺ一ジ（原資料：SCAP，経済科学局統計）
月末日までに引渡された援助物資の輸入数量等を示すものはSCAPの統計以外
には残っていない。
　しかし，1949年4月1臼，SCAPから「ガリオア・エロア資金による輸入に
対する見返り円資金に関する覚書」（SCAP1N一ユ988）が出され，「米国対日援
助見返資金」という特別勘定を設け，米国が日本に供与した援助物資（ドル建
価格）の円相当額を当該勘定に積立てることを指示された。同日以降，4月25
日の単一為替レート設定までは援助物資のドル建価格に330円を，4月25日以
降は360円を乗じた額を積立てることとなったのである。
　3、商業輸出
戦後初期においては，日本側にはほとんど輸出できる商品はなく，輸出はま
ことに微々たるものであった。その後，米国から原料の供給を受け，その加工
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第4表　占領期における日本の援助・商業輸入
（単位　1，OOOドル）
期　　間 米国援助 商　業輸　　入 内，米軍余剰 輸　　入 内，米国から 輸入総額
物資放出 の輸入
ユ945，9－46、ユ2ユ92，893 53，780 112，7ユ7 105，O00305，6ユ1
1947，1－47．12404，434 8，44ユ 119，工C8 78，722 523，542
ユ9481ユ～48，！246ユ，005 3，493 223，216104，495684，220
1949．ユー49．12534，750 2，166 370，095 ユ42，86ユ 904，845
1950，！－50，1236！，293 2，426 613，046 89，141 974，339
ユ951．ユー51．12180，34ユ 2，4992，037，036 590，2662，217，377
1952．ユー52．6 5，429 830 987，335414，286992，764
（注）数字は1，OOO未満四捨五入
（出典）高石末吉『覚書終戦財政始末』第ユ2巻，4ぺ一ジ及び9ぺ一ジ
　　　（原資料：SCAP，Japanese　Ec㎝omic　Stat！stlcs）
晶を中心に漸次輸出も増加するに至った。
　1947年8月15日，制限付民間貿易が認められ，外国のバイヤーとの直接商談
が認められるに至ったが，契約の当箏者となるのは政府（貿易庁）であった。
次いで，！949年12月1日，輸出に関して，又，50年1月ユ日に輸入に関して，
制限が撤廃され，SCAPの事前許可は不要となった。
　戦後，原綿輸入のための借款供与が，わが国の輸出増大に大きく貢献したこ
とについては既に述べたが，政府自ら輸出促進策の一環として次のような輸出
金融優遇制度を設けたほか，SCAPの指令により輸出業者に対して外貨割当面
でインセンティブを与える「優先外貨制度」を発足させた。
（A〕輸出金融優遇制度
1946年10月，政府は輸出金融優遇策の第1弾として「貿易手形制度」を創設
した㈱。この制度は輸出代行機関が，
①製造業者または集荷業者に対する前貸資金（貸付期間6か月以内）
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第5表占領期における日本の貿易
（単｛立　！，OOOド，レ）
貿　易　収支
期　　間 輸　出 輸　入 うち，援助 援助輸入 援助輸入
輸入 を含む場合 を除く場合
1945．9－46．12103，292305，61ユ 192，893△202，318△　　9，425
！947．ユ’47．12173，658523，542 404，434△349，974 54，459
1948．ユ～48．1258，271684，220 4ρ1，C05△425，949 35，056
ユ949．1－49，12509，700904，845 534，750△395，145139，605
ユ950．1－50．！2’ 820，055974，339 361，293△ユ54，294 207，010・
195ユ．ユ＾51、ユ2ユ，354，519一2，217，377 180，34ユ△862，85昌△682，5ユ6・
1952，1～昌2．6683，273992，764 5，429△855，248△304，062
（注）数字はユ，000ドル未満四捨五入。△印はマイチス」
（出典）高石末吉『覚書終戦財政始末」第12巻，4ぺ一ジ及び9ぺ一ジ
　　　（原資料：SCAP．Japanese　Ecooom1c　Statistlcs）
　②集荷資金（3か月以内）
　③輸出諸掛資金（1か月以内）
を調達するために振出、した手形を，日本銀行が担保適格手形として国債担保付
貸付並み（当初は公定歩合と同率；’後若干高め）の金利で融資するものである。
また，輸入原綿を原料とする輸出向け製晶の製造業者のために，「紡績加工賃
手形制度」を設け，貿易手形と同様に優遇した。
　1947年7月，貿易手形制度は貿易スタンプ手形制度と改称。翌8月，同制度
は輸出諸掛資金にも適用されることとなった。さらに，1949年ユ月から，輸出
業者から直接発注を受けたメーカーの輸出所要資金についても貿易手形制度が
適用された。
　このように，貿易手形は日本銀行の担保適格として掛目、，」金利の面で優遇し，
また，高率適用概度の対象外とされてきたが，1949年4月以降、二輸出金融の優
遇を強化する’ため，信用状開設済みまたは外貨小切手等受入済みで；割引から
3か月以内に満期の到来するものについて，一貿易手形の再割引（金利は公定歩
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合よりユ．5－2．5ポイント低い）を行なうこととした。この措置は，翌5月以降
メーカー貿易手形にも適用された。
（B〕優先外貨制度
　優先外貨制度はSCAPの指示により創設されたものである。SCAPは，！949
年6月24日，「輸出促進を目的とする外国為替の買入れに関する覚書」
（SCAP1N－2020）を発し，輸出業者及び製造業者が輸出によって獲得した外貨
資金の一部を，当該業者等の海外渡航費，代理店手数料，原材料，機械等の輸
入及び見本・カタログの購入等に使用できる制度及び手続きの作成を命じた。
これをうけて政府は，同年7月，「輸出振興のための外貨資金の優先使用に関
する政令」（昭和24年政令第469号）を公布した。
　この制度により，民問輸出業者はその輸出で得た外貨資金の一定割合を円で
購入する権利が与えられ，その全部または一部をその輸出品の関係業者に1回
限り3人以内に譲渡することが認められた。当時，為替管理が厳しく，外貨を
自由に購入することができなかったので，このように輸出によって取得した外
貨資金の一部を，当該輸出業者等に優先的に割当てることは，輸出振興にとっ
て有効なインセンチィブとなったのである。
　4．賭　償
　日本はポッダム宣言の受諾により，連合国に対して賠償責任を負担すること
となった（ポッダム宣言第11条）。賠償はいわば無償輸出であり，財貨の国外
流出という点では輸出と変わらない㈱。
　ポーレー賠償使節が，！945年12月に発表した「対日賭償に関する中間報告」
は，日本の軍事能力を剥奪し，軍国主義の復活を不可能にするため，日本の平
和経済を維持するために必要とされる以上の余剰能力を賠償として撤去すべき
ことを勧告した。この勧告は極東委員会㈱で採択され，これをうけてSCAPは
　334
　　　　　　　　　占領期日本の対外経済関係と外国為替銀行（上）　　　　　　　　45
軽金属，人造石油部門を除き撤去すべきものを指定した。その数は旧帝国陸海
軍工廠約100件，民間工場約700件，研究所若干であった。
　1946年11月ポーレー使節は最終賠償計画を発表した。その内容は中問報告よ
りさらに賠償の範囲を拡大した厳しいものであった。
　そこで米国政府は，ユ947年4月に極東委員会で承認された施設の3割前後の
引渡しをSCAPに指示し，さらに極東委員会は同年5月賠償施設の取立順位を
決定した。同年10月SCAPは，旧陸海軍工廠17施設の第1次撤去を命令し，工
作機械，試験器具等合計約4万4，000台が撤去さ」れた。
　ところが，1950年6月，突如朝鮮動乱が勃発するに及んで，米国政府の対日
方針が急旋回し，対日賠償も急速に緩和に向かった。52年4月の平和条約発効
に先だち，SCAPの覚書により，賠償指定は解除され，賠償問題は全面的に終
止符を打つに至った。結局，指定物件中，撤去されたものは旧陸海軍工廠の一
部機械のみに止まり，その他は国内に残置されて，その後の経済復興に役立つ
こととなった。
IV．貿易代金の決済方式
　占領下における貿易は，政府（貿易庁）とSCAPを通じる国営貿易であった
が，最大の特徴は，貿易庁の担当する対内決済（円貨決済）とSCAPの担当す
る対外決済（外貨決済）が別々に行なわれ，両者問の為替取引が生じなかった
点にある。
　1、輸出入代金の対内決済
　貿易代金の対内決済は，、貿易庁と貿易代行機関（貿易公団）の問で「貿易資
金」を通じて行なわれた。貿易庁は，「輸入された物資の受領とその公正な配
分の責に任ずる機関の設置を求めた，1945隼10月9日付SCAP覚書」
（SCAPIN－110）をうけて，12月13日に発布された貿易庁官制（昭和20年勅令
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第703号）に基づき，商工省の外局として設置されたものである吻。
　SCAPは，翌46年4月3日「貿易庁に関する覚書」（SCAPIN－814）を発し，
貿易庁にわが国貿易の一元的運営機構としての性格・機能を付与し，以後本邦
貿易関係業務のすべては，貿易庁が政府に代わって，一元的に運営することと
なった。1947年8月制限付民間貿易が再開されると，貿易庁は対外貿易の当事
者となることがSCAPにより認められた。
　しかし，制限付民問貿易を経て自由な民間貿易への移行に伴い，貿易庁は漸
次輸出入取引の当事者たる地位から後退し，主として民間輸出契約の承認等の
貿易管理に関する業務のみに従事することとなった。さらに，貿易方式の変更
に伴う国内体制整備の一環として，通商産業省設置法（昭和24年法第102号）
により，1949年5月商工省が通商産業省に改組されると，貿易関係の管理はす
べて同省所管となり，貿易庁は廃止されることとなる。
　戦後，貿易庁の発足とともに，その手足となって働く業務代行機関は，当初
は各種輸出入協会であったが，これら業務代行機関は，1947年7月！日を期し
て，鉱工晶，食糧，繊維，原材料，の4貿易公団に統合された。また，決済面
では，1945年ユ2月2ユ日，「貿易資金設置に関する法律」（昭和20年法第53号）に
基づいて「貿易資金」が設置された。「貿易資金」は「為替交易調整特別会計」
の剰余金5，000万円を引き継いでスタートしたが，ユ946（昭和21）年1ユ月2ユ日，
「貿易資金特別会計法」（昭和2！年法第54号）の制定に伴い，同法に基づく「貿
易資金」となった。
　占領中期において日本の銀行は貿易代金の国内決済部門を担当していたにす
ぎないが，、1947年8月，円貨決済取扱銀行として指定された銀行は，東京，富
士，神戸，三菱，野村（後の大和），住友，帝国（後の三井），三和，東海の9
行であった（1947年9月ユ日に北海遼拓殖銀行が追加指定された）。これらの
銀行は，同年ユ2月1日以降，政府（貿易庁と各種貿易公団）から経理事務の一
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部を委託されていた。
　手続的には本邦銀行は，船積書類を確認して，送状外貨金額に相当する輸出
為替手形を作成し，政府（貿易庁）の署名権者の署名を受けた後，船積書類を
添えてSCAPへ提出する。SCAPはこの輸出貿易手形関係書類を基礎として，
外貨資金預託銀行（在日外銀）にあるSCAP商業勘定（日本貿易勘定）に貸記
する。これで外貨決済は終るが，円貨決済の方は輸出業者から提出される関係
貿易公団裏書済みの「輸出済物資円貨代金請求書」によって，日本銀行にある
「貿易資金」から円資金（輸出品の買入代金）を受け取り，輸出業者に支払う
こととなる。これが，1947年8月から1949年！月末までの決済方式であった。
　1949年2月！日、輸出は貿易庁の許可だけで実行できることとなり，本邦銀
行は輸出業者の提出する「輸出許可申請書」によって支払手段を確認すると，
一たんそれを輸出業者に返却する。そして船積完了後，輸出業者から輸出手形
の提出をうけたとき，それを在日外銀へ送って，輸出手形の買取りを依頼する。
在日外銀は，輸出代金を取立てるための書類発送と同時に，SCAP商業勘定へ
の外貨代金振り込み，輸出手形の買取りを確認すると，そのとき本邦銀行は輸
出業者に円貨代金を支払う。それに対する求償は最寄りの日本銀行本支店（「貿
易資金」）からうけることとなる。一
　なお，「貿易資金」は，1949年4月30日，「貿易特別会計法」（昭和24年法第
41号）の制定に伴い，「貿易特別会計」に改称され，同年12月1日「外国為替
特別会計法」（昭和24年法第227号）の制定により「外国為替特別会計」と改め
られた。さらに，1951年3月3q日，止r外国為替資金特別会計法」（昭和26年法第
56号）により「外国為替資金特別会計」と改められた。
　2、輸出入代金の対外決済
1945年9月下旬，日本と米国など連合国との聞に物資の交易（輸出入）が始
まってから，工949年ユユ月ユ日に日本貿易勘定（主として外貨，一部円貨）の管
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理が日本側（外国為替管理委員会）へ移管されるまで，対外決済はSCAPによ
って処理されていた。
　貿易の対外決済資金（主として外貨，一部円貨）は，はじめ米国陸軍省が
1945年10月頃ケミカル銀行（Chemical　Ban阜and　Trust　Company，New　York）
に開設した「国庫信託墓金」（Trust　F㎜d）に預託され，陸軍省が管理・運営
していたが，後にSCAPの管理運営するところとなった鰯。しかし，この国庫
信託基金の中の日本貿易勘定の処理は，ユ947年8月ユ5日，制限付民問貿易が再
開されたのを機に，紐育ナシ目ナル・シティ銀行東京支店にSCAP商業勘定
（SCAP　Com㎜ercia1A／C）が開設されると，国庫信託基金残高は，順次SCAP
商業勘定へ移され，日本と外国との貿易決済の処理に当てられた。但し，国庫
信託基金の残高は，1947年8月に全額がただちにSCAP商業勘定へ移されたの
ではなく，何回かに分けて行なわれ，1948年4月には一部未整理資金を残すの
みとなったが，完全に移管を完了したのは1951年8月末であった㈱。
　このようにわが国の対米輸出入は国庫信託基金（制限付民閻貿易再開後は
SCAP商業勘定）から直接受払がなされていたが，米国以外の各国に対する貸
借の決済は，別途，各国別に米ドル建の交互計算勘定（オープン・アカウント）
が設けられ，毎半期その収支尻をドル貨で信託基金（SCAP商業勘定）へ振り
替えて最終決済を行なっていた。
　ユ947年8月，制限付民間貿易が再開されると，貿易代金の決済勘定である
SCAP商業勘定が，当時，SCAPの認可をえていた外国銀行各支店に下記の通
り開設され，日本の貿易に関連した外国為替業務を扱うこととなったeo。
　The　Natioml　City　Bank　o｛New　Y⑪rk，Tokyo．SCAP　Commerclal　A／C　N〇一1一
　（U．S．Dollar）
　Bank　of　A㎜erica　N．T．and　S．A．，Tokyo．SCAP　Commercial　A／C　No．2．
　｛U．S．Douar）
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The　Chase　Natiom1Bank，Tokyo．SCAP　Commerρial　A／C　No．3一｛U－S．Dol－
1ar）
The　Hongkong　and　Shanghai　Banking　Corporation，London，SCAP　Commer－
cial　A／C　No．4、（Ster1ing　Pound）
The　Chartered　Bank　of　India，Austra1ia　and　China，Lo皿don．SCAP　Commer－
cia1A／C　No，5．（Sterling　Polユnd）
　1947年8月以降，外貨面の決済業務は一切SCAPの手により，外国銀行在日
支店に開設されていたSCAP商業勘定を通じて行なわれたので，日本の対外決
済業務は事実上これら外国銀行が担当していたことになる。
　SCAP商業勘定の外貨は米ドルと英ポンドの2種であったが，当時，英国の
為替管理法上，在日支店にポンド勘定の開設が認められなかったため，ロンド
ン店に本勘定を開設し，在日支店には備忘勘定が設けられた。以下，各勘定の
それぞれの特徴を概観しよう。
（A）SCAP商業勘定（米ドル）：
　①　対米取引のうち，ガリオア，工ロア，信託基金以外のものは，政府間，
　　民間を問わず，直接にこの勘定で処理された。
　②対カナダ取引はドル現金決済。
　③英ポンド建商業勘定の残高は日英通貨協定により，毎期末に本勘定で
　　処」理された。　　　　　　　　一、　　　　，、　　　、　．皿、、一I
　④対フランス連合取引はすべてオープン・アカウント（米ドル建）を通
　　して決済するが，最終的には本勘定で処理された。
　⑤その他地域との取引は，政府間取引はオープン・アカウント（米ドル
　　建）の決済尻が本勘定で整理され，民問貿易は本勘定で直接決済された。
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（B）SCAP商業勘定（英ポンド）：
　日英通貨協定（1950年7月ユ日締結）により，日本と協定参加スターリン
グ地域との取引は政府問，民聞ともに日本の輸出代り金として英ポンド及び
取得原因の如何を問わず，SCAPが取得した交換可能な英ポンドはすべて本
勘定に入金され，日本がスターリング地域から輸入する貨物の代金決済に使
用された。
　英ポンド建商業勘定の残高は，日英通貨協定により，毎期末にドル勘定へ
振替えられていたが，それには次の制限があった。
　①近い将来においてスターリング地域向けに支払うべき十分な資金を必
　　ずポンドで残置すること。
　②　本協定参加国から供与された信用について，未決済債務がある場合は，
　　これに相当する資金をポンドで残置すること。
　（C）交互計算勘定（オープン・アカウント）
　　これは米国，カナダ，スターリング地域以外の諸国との政府間取引を米ド
　ル建交互計算方式により整理するための勘定である。すなわち，取引の都度
　二々決済をしないで，互に貸借記しておき，毎決算期（6月，12月）に勘定
　尻を現金で決済し，SCAP商業勘定（米ドル）へ振り替えられた。1951年5
　月ユ日現在，オープン・アカウント（米ドル建）協定国はアルゼンチンなど
　！2か国であった㈱。
　上記諸勘定を総括すれば，第6表のようになる。
　その後，日本の貿易が自由になるにつれて外国銀行の数もふえ，SCAP商業
勘定もそれら外国銀行はもとより，在外銀行にまで拡大された。すなわち，米
ドル貨勘定は紐育ナショナル・シティ銀行ほか5行，ベルギー通貨地域勘定は
マンハッタン銀行（Bank　of　the　Manhattan　Compa皿y，New　York．）ほか13行，
英ポンド勘定は印度マーカンタイル銀行（TheMe．cantileBa．kofIndia，
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　　　　　　　第6表　　　　　　（ユ951年5月1日現在）
対象地域 決済方式 処理勘定
米 米国，カナダ
ド ベルギー通貨地域
ル
チリ，コロンビア 米ドル現金 SCAP商業
地 メキシコ，パキスタン 決済
勘定（米ドル）
域 琉球諸島，ウルグアイベネズェラ
英 パキスタン 一英ポンド SCAP商業
ポ アイルランド 現金決済 勘定（英ポンド）
ン オーストラリア，連合王国
ド コロンビア，インド 日英通貨協定に基づく，英ポン SCAP商業地 南アフリカ，セイロン ド決済 勘定（英ポンド）域 ニュージーランド
?? アルゼンチン，香港
?? ブラジル，韓国
フインランド，オランダ??
フランス連含，フィリピン 米ドル建 個別のオープン．??
一印度支那，スウェーデン 交互計算方式 アカウント
ト
地 西ドイツ，台湾域 インドネシア，タイ
（出典）　SCAP，HIstoryofNoo・MlltaryActivltiesofO㏄upled　Jap加，Vol．50，pp172－175
London．）ほか3行となった。
　1949年9、月30日，SCAPは同年11月、ユ日を期して，日本貿易勘定（SCAP商
業勘定）の管理権を日本側へ移管する旨通告してきた。これについては，外国．
為替管理委員会の項で詳述する。
3、占領期の対外決済レート
（A〕輸出為替レート
わが国の輸出貿易は，終戦以降1947年8月15日までSCAPの管理の下に専ら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　34！
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政府（貿易庁）の手を経て行なわれていた。同日以降は制限付民問貿易が実施
され，海外のバイヤーと日本の業者との直接の商談が認められるに至ったもの
の，契約の当事者は政府（貿易庁）であった。しかし，1948年8月15日以降は
制限が解除され，国内業者は輸出契約の直接の当事者となりうるに至ったので
ある。
　また，終戦以降1948年10月中旬迄，輸出品のドル建価格（対外価格）と円建
価格（国内価格）との聞には何ら直接的な関係はなく，その円建価格は原価計
算に基づく国内統制価格（公定価格）を基準として個別に決定され，政府より
輸出業者に右輸出代金が支払われた。したがって，終戦から1948年10月までは
本来の意味での「為替レート」は存在しなかったのである。
　1948年10月中旬以降，輸出品の円建価格の決定を簡素化するため，商品別の
円建価格算出基準が設定されることとなった。これは，外国業者との商談によ
り決定されたドル建価格に，この算出基準を乗じたものをそのまま円建価格と
する制度であって，P．C．S．（PriceComputingSystem）あるいはP，R，S．（Price
RatioSystem）と呼ばれたが，いわば複数為替レートというべきものであった。
　この算出基準は，1948年10月以降，単一為替レート決定まで，十数回にわた
り改訂され，その最高は600円（ガラス製晶，陶器等）に達していたが，単一
為替レート設定に備えて，工949年2月1日以降は最高450円に，さらに3月25
日以降425円に引き下げられた。この結果，1949年3月末における，これら算
出基準の加重平均値は330円であった（輸出繊維晶の円ドル・レートは4月1日，
330円，350円，420円の3本建となった）㈱。
（B〕輸入為替レート
　わが国の輸入貿易（援助輸入を含む）は，終戦以来終始政府の手を経て行な
われてきた。政府による輸入品の国内払下げは，1949年3月末に至るまで，国
内の物価体系維持のため，ドル建価格（対外価格）とはなんら関係なく，国内
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統制価格を基準として決定されてきた闘。この間，輸出の場合と同様に本来の
意味での為替レートは存在しなかった。
　1949年4月に至り，単一公定レートの設定に備えて，価格差補給金の交付さ
れる食糧，肥料その他の重要物資を除き，輸入物資の払下げ価格は330円の予
算比率で計算されることとなった。なお，輸出用原綿及び原毛については，
1949年2月1日以降国内繊維の払下げ実施に伴い，ユドル250円の換算レート
が適用されていた。
lC〕貿易外取引レート
　海外への送金，外国電報料金の支払，本邦人の海外消費，海外からの持帰金
等については，「軍用交換レート」が適用されたが，外国船舶の修理等その他
の貿易外取引については，円ドル問に特定の換算レートがなく，円建価格は原
価を査定して決定された。
（D）単一為替レートの決定
　1949年4月25日に至り，次の単一為替レートが決定された。
　　基準為替レート：1米ドル＝360円
　　裁定為替レート：1英ポンド＝1450円80銭
　　　　　　　　　　（9月22日以降ユポンド＝1008円と改訂）
　しかし，当時の対外経済関係においては，円資金と外貨資金とは直接関連し
ていなかった。即ち，政府が行なうのは貿易及び貿易外取引に伴う円収支の経
理に止まり，外貨資金はSCAPが依然管理していたのである。したがって，単
一為替レートが設定されても，基本的な対外取引の方式には何ら変わりなかっ
た。しかし，ユ949年11月，SCAPの管理下におかれていた外貨資金の一部が日
本側へ移管されると，初めて平常かつ自主的貿易の形態に復し，同年12月から
外為法の施行により，外国為替の売買相場も1950年1月16日，第7表のように
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第7表
1．外国為替管理委員会売買相場
（単位：円）
電　　　信
一覧払手形
アメリカ合衆国通貨（射ル）
売
360，35
買
359．65
359．15
連合王国通貨（圭言ンド）
売
1，008，98
買
1，007，02
1，O04．9！
2、銀行及び両替商売買相場（銀行間取引を除く）
電　　　信
一覧払手形
輸入手形決済
361．05
361．05
361．55
358．95
358．45
1，010，23
1，010，23
1，012，34
1，O05，77
1，O03．66
（出典〕外国為替管理委員会「外国為替の売買相場を定める件」（昭和25隼外為委告示第
　　　1号〕195C年1月
決定されたのである。
（本稿は，1995年度商学部徳井研究振興基金より研究助成を受けて実施した「占
領期における在日外国銀行の総含的研究」の研究成果の一部である。）
注ω立脇利夫帷日外国銀行史」日本経済評論社，1987年参照。
／2）米国及びSCAPの指令・覚書等は，外務省特別資料部編『日本占領及び管理文書集』東洋経済
　　新報杜，昭和24年参照。
竹前栄治『GHQ』岩波書店，1983年，44ぺ一ジ。
日本銀行r日本銀行沿革史」第4集，第5巻，昭和45年，39ぺ一ジ。
米軍が定めた米ドルの，円を対価とする売却レート。
日本銀行，前掲書，48ぺ一ジ。
　〃　　53ぺ一ジ。
　カ　　59ぺ一ジ。
　〃　　65ぺ一ジ。
　4　　70ぺ一ジ。
　4　　80ぺ一ジ。
日本銀行，前掲書，第4集，第ユ5巻，590ぺ一ジ。
日本興論調査研究所『金融総合年鑑』昭和24年版，産業経済新聞社．昭和24隼，37ぺ一乳
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（i4通商産業省通商局通商調査課編『日本貿易の展開』商工出版社，1956年、98ぺ一ジ。
鯛　日本興論調査研究所，前掲書，37ぺ一ジ。
㈱　上掲書，38ぺ一ジ。
○カ市村斌「わが国の終戦後における貿易再開の経緯と外国為替公認銀行の歴史について」110『外
　国為替』第122号，昭和3C年7月ユ5日，29ぺ一ジ。
○魯ガリオア・エロアといった米国の対日援助は，当時日本では無償援助と考えられていたが，そ
　の後米国政府は援助の部分的返済を要請したため，ユ954年5月から交渉が開始された。その結果，
　1961年6月に至り，日本は総額皇億9，OOO万ドルをユ5年の分割返済とすることで含意し，協定に
　調印した。1962年協定が発効し，返済が開始された。（岩波書店『日本近代総合年表』第2版，
　1984年）
○戴　日本興論調査研究所　前掲書，35ぺ一ジ。
鮒　上掲書，35ぺ一ジ。
刎　上掲書，36ぺ一ジ。
鯛　通商産業省，前掲書，98ぺ一ジ。
鯛　上掲書，同ぺ一ジ。
㈱　上掲書，552ぺ一ジ。
㈱　上掲書，614ぺ一ジ。
醐極東委員会（Far　Eastem　Commlsslon〕は日本管理に関する政策を決定する機関で，ソ，英、
　米，中，仏，蘭，加，豪，ニュージーランド，インド，フイリピン，ビルマ，パキスタンの13ケ
　国で構成されていた。委員会の決定は直接日本政府を拘東するものではなく，米国政府がその決
　定の趣旨に従って指令を作成し，それをSCAPに伝逢し，更にSCAPがそれを実施する指令を目
　本政府に発して初めて日本政府を動かしたのである。
碗　日本銀行，前掲書．第4集，第ユ5巻，602ぺ一ジ。
鯛　高石末吉『覚書終戦財政始末』第ユ2巻，大蔵財務協会，昭和39年，105ぺ一ジ。
鯛　高石，上掲書，54ぺ一ジ。
亀⑪　日本銀行．前掲書第4集，第12巻，380－381ぺ一ジ。
蜘　SCAP，H】story　of　Norl－Mlllt豊ry　Actlv1ties　of　Occupled　Japan，VoL50，pp172・175
鯛　加藤恒三郎『外国為替の理論と実務』（上）外国為替研究協会，昭和29年，464ぺ一λ
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